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  中期財政収支見通し                       

  １ 中期財政収支見通しの試算方法について  
  ■試算の前提条件 
    〇対象期間 
        令和６年度から令和 10 年度までの５年間を対象期間とします。 

    〇経済成長率 
    内閣府「中長期の経済財政に関する試算(R6.1.22）」のベースラインケースを基

に、全国と本県の経済成長率の乖離を考慮して設定します。 

〔中期財政収支見通しに用いた経済成長率〕                 （単位：％） 

年度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R6～R10 
平均 

名目経済成長率   5.0    2.5    1.2    0.5    0.4    0.3    1.0 

実質経済成長率   1.0    0.7    0.2    0.1    0.0    0.0    0.2 

デフレーター   3.9    1.8    1.0    0.4    0.3    0.3    0.8 
 

〔参考１〕中期財政収支見通し(R5.9月仮試算)に用いた経済成長率        （単位：％） 
 

年度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R6～R10 
平均 

 

名目経済成長率   3.9    2.0    0.9    0.4    0.3    0.2    0.8 

実質経済成長率   0.7    0.6    0.2    0.1    0.0    0.0    0.2 

デフレーター   3.1    1.4    0.7    0.3    0.2    0.2    0.6 
       

 

 ○全国と本県の経済成長率の乖離(H24～R2平均) 
       ・名目経済成長率…▲0.5％  ・実質経済成長率…▲0.6％  ・デフレーター…＋0.1％ 

 

〔参考２〕今回の中期財政収支見通しの算定に用いたデータ 
  ○内閣府「中長期の経済財政に関する試算」のベースラインケース       （単位：％） 
 

年度 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R6～R10 
平均 

 

名目経済成長率   5.5    3.0    1.7    1.0    0.9    0.8    1.5 

実質経済成長率   1.6    1.3 0.8    0.7    0.6    0.6    0.8 

デフレーター    3.8    1.7   0.9   0.3    0.2    0.2    0.7 
       

 

○全国と本県の経済成長率の乖離 
経済成長率の推移における全国と本県の経済成長率の差（H24～R3平均）を中長期の経済財

政に関する試算に反映し、中期財政収支見通しに用いる経済成長率を設定しています。 
・名目経済成長率…▲0.5％  ・実質経済成長率…▲0.6％  ・デフレーター…＋0.1％  
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■試算の考え方 

      令和 6 年度当初予算案を基に、最新の経済指標等を反映し、次ページの試算の考
え方により、一般会計を対象として中期的な財政収支見通しを試算(R6.2 月時点)し
ます。 

 
 
  ■今後の変動要因 
    中期財政収支見通しについては、経済成長率や社会保障関係経費の増加など、一

定の前提のもとで試算していますが、現時点での試算としてお示しするものであ
り、今後、エネルギー価格・物価高騰などによる県内経済への影響をはじめ、次の
ような変動要因によって、現在の見通しから大きく変動する場合があります。 

       
 

(歳入) 
・ 経済成長率やデフレーター 
・ 地方財政制度の変更による地方交付税額への影響 
・ エネルギー価格・物価高騰などの影響による県税収入等の見込みの変動 等 

 
(歳出) 
・ 金利の動向（公債費） 
・ 県立病院の役割やあり方検討に伴う繰出金への影響 
・ 人事委員会勧告を踏まえた給与改定の影響（人件費）  等 
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［参考資料］ 中期財政収支見通しにおける主な試算の考え方 

項 目 試算の考え方 

歳 
 
 
 

入 

県税 
・令和６年度当初予算（案）を基に、内閣府「中長期の経済財政に関する試算 
(R6.1.22)」のベースラインケースの名目経済成長率等を参考にした税収の伸び

や現時点で予定する税制改正等の動向を反映して試算 

地方 
交付税 

・令和６年度当初予算（案）を基に、県税収入見込、将来の公債費に対する交付

税措置額や人口減少等を反映して試算 
・「地方一般財源総額の実質同水準ルール」により、税収と交付税を合わせた一

般財源が同水準で維持されるものとして試算 
※ 地方が国の取組と基調を合わせた歳出改革に取り組みつつ、安定的な財政運営を

確保する観点から、一般財源の総額（交付団体ベース）について、実質的に令和３

年度地方財政計画の水準を維持するもの。令和３年６月に閣議決定された「経済財

政運営と改革の基本方針2021」において、同ルールを令和６年度まで維持する旨が

記載されている。 

県債 ・公債費負担適正化計画を基に、投資事業規模に応じた県債発行額を試算 

国庫支 
出金 
その他 

・令和６年度当初予算（案）における財源充当状況を基に、令和７年度以降の歳

出見込額に連動して試算 

歳 
 
 
 

出 

人件費 

・令和６年度当初予算（案）を基に、現時点で想定される定期昇給や退職手当等

の見込みを反映して試算 

・地方公務員法改正に伴う職員の定年引上げによる影響を考慮して試算 
※ 退職手当について、定年引上げを踏まえ所要額を平準化して試算 

  なお、実際の毎年度の予算計上にあたっては、制度開始後の実績や職員の意向を 
確認しながら計上していく。 

公債費 ・既発行分の元利償還金に、公債費負担適正化計画で定めた令和６年度以降の上

記県債に係る元利償還金を加え試算 

投資的 
経費 

・公債費負担適正化計画を基に試算 
・令和３年度から令和７年度までの国の「防災・減災、国土強靱化のための５か

年加速化対策」を反映して試算 
・大規模施設事業は、個別に反映して試算 

一般 
行政 
経費 

・社会保障関係経費は過去の伸び率（1.8％）等により試算 
・税交付金は、県税収入見込みに連動して試算 
・除排雪経費は、年度ごとの増減が大きいため、平均値の降雪量（累計降雪量 

480㎝）を基に試算 

・その他の経費は、令和６年度以降において現時点で見込まれる増減を反映して

試算 
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 ２ 今後の財政収支見通し  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

■ 財源対策的基金等の状況  

 
 

  
 
  
 

 

 
 
 

● 財源対策的基金（交付税減少等対応分）※上記基金とは別区分管理 

 
 

 
 
 

 

 

※ 地方交付税の精算など制度上の要因等により、今後の交付税の減少が見込まれることから、決算
余剰金(※注)を「交付税減少対応分」として別区分で基金に積立てて対応することとしています。 

  また、令和４年度の地方消費税の上振れに伴う清算が令和5年度中に行われることなどから、12
億円を積立てて対応することとしています。(消費税清算対応分) 

［※注：余剰金 ･･･ その年度における歳入と歳出の差額 ］ 
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頃

財源対策的基金

県債管理基金(公債費調整分)

R11 以降県債管理基金
を取崩し、公債費の実
負担のピークを乗り越
えるためにほぼ全て活
用見込み 

（億円） 

・・・・・ 

令和５年度も昨年度と同様、交

付税算定上の税収を実際の税収

が上回ることが見込まれるため、後

年度の交付税の清算に備え、交付

税減少等対応分に基金を積み立て

ます。 

195 202
246

108

3751 44 34 1912

0

100

200

R1年度末 R2年度末 R3年度末 R4年度末 R5年度末 R6年度末 R7年度末 R8年度末

交付税精算等対応分

人口減少対応分

消費税清算対応分

（億円）

〇 令和６年度当初予算案を基に、国の地方財政対策や経済見通し等を踏まえ
試算した今後の中期財政収支見通しは次ページのとおりです。 

〇 令和６年能登半島地震への対応等により、令和５年度に財源対策的基金を
一時的に取崩しますが、令和６年度には災害対応に係る国の財政支援等を踏
まえ積戻すことを見込んでいます。 

〇 令和６年度以降は大規模災害等に備えるための財源対策的基金 230 億円を
確保するとともに、令和 13 年度の公債費の実負担のピークに備えるために必
要な県債管理基金（公債費調整分）を確保できる見通しとなっています。 

○ 今後の経済情勢や国の動向等によっては収支が大きく変動することも想定
されることから、引き続き堅実に収支を見通しながら、持続可能な財政運営
の実現に向けて取り組んで行くことが必要です。 
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(単位：億円)

歳入 A 13,330 12,696 13,140 12,736 12,877 12,869

県税 2,811 2,791 2,878 2,892 2,897 2,900

2,619 2,525 2,509 2,526 2,535 2,534

その他 7,900 7,380 7,753 7,318 7,445 7,435

うち国庫支出金 1,441 1,333 1,512 1,474 1,477 1,477

うち県債（資金手当債を除く） 2,093 1,950 2,162 1,750 1,854 1,830

うち資金手当債 30 27 43 56 56 56

うち行政改革推進債 30 27 43 56 56 56

うち退職手当債 0 0 0 0 0 0

歳出 B 13,429 12,872 13,265 12,841 12,904 12,918

2,201 2,288 2,238 2,226 2,217 2,210

3,005 2,865 2,782 2,506 2,525 2,532

うち県実負担 714 749 765 731 680 700

1,593 1,431 1,856 1,661 1,668 1,657

6,630 6,288 6,389 6,448 6,494 6,519

収支不足額 (A-B) C ▲99 ▲176 ▲125 ▲105 ▲27 ▲49

財源対策的基金（交付税減少対応分）取崩 α 99 153 90 37 - -

うち 交付税精算分 89 138 71 37 - -

うち 人口減少による交付税減少分 10 15 19 - - -

収支不足額（交付税減少対応分取崩後） C＋α 0 ▲ 23 ▲ 35 ▲ 68 ▲ 27 ▲ 49

県債管理基金（公債費調整分） D 0 23 35 68 27 49

財源対策的基金 E 64 0 0 0 0 0

合計 F 64 23 35 68 27 49

県債管理基金（公債費調整分） G 74 50 50 50 50 50

財源対策的基金 H 54 10 0 0 0 0

合計 I 128 60 50 50 50 50

（参考）R6～R8の交付税減少への対応分（R5積立て）

財源対策的基金（交付税減少対応分） 133 - - - - -

年度末基金増減見込額 （I-F） 64 37 15 ▲18 23 1

県債管理基金（公債費調整分） (前年-D+G) 406 433 448 430 453 454

財源対策的基金
　　　　(交付税減少対応分除く)

(前年-E+H) 220 230 230 230 230 230

合計 626 663 678 660 683 684

R7 R8 R9 R10

投資的経費

一般行政経費

収支不足
に対する

当初基金取崩

経費節減等
による年度内

積戻し

年度末
基金残高

年度内積立て

区分

地方交付税＋臨時財政対策債

人件費

公債費

R5当初 R6

※2

※4

※3

※6

※5

※3

※1

※1 ※1

※1 令和5年度の決算見込を反映(令和6年能登半島地震への対応を含む)

令和5年度には一時的に財源対策的基金を取崩すが、令和6年度には災害等に係る国の財政支援等を踏まえた積戻しを見込む

※2 令和6年度は当初計上分のみ記載し、令和7年度以降については補正予算の有無が不明なため、令和6年度に実施する冒頭補正予算が

ない前提で試算

※3 国の「防災・減災、国土強靭化のための5か年加速化対策」の終了によるもの

※4 令和5年度までの職員給与の臨時的削減の終了等による増

退職者数の増による退職手当の増(令和5年度中に積み立てる退職手当基金を活用)

令和7年度以降の職員の定年延長による影響額については、平年度化して試算(平年度化に伴い退職手当債の発行は見込まずに試算)

※5 R6.2改訂では発行可能額から年15億円縮減

※6 (公財)環日本海経済研究所(ERINA)が新潟県立大学の研究所へ移行することに伴い、県に返還される出捐金等を積立

■ 今後の財政収支見通し 
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３ 中長期的な収支均衡に向けた取組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○  今回の中期収支見通しによる令和６年度から令和 10 年度までの収支不足
額に、令和 11 年度以降の公債費の実負担の増減を反映し、毎年度、基金の積
戻し(50 億円)を見込んで試算した基金増減見込の推移は下のグラフのとおり
です。 

○ 現時点の試算では、本県の歳入規模に見合った歳出構造を堅持していくこ
とで、令和 13 年度の公債費の実負担のピークに対応するために必要な県債管
理基金(公債費調整分)を確保することができると見込んでいます。その基金
のほぼ全てを活用し公債費の山を乗り越えることで、ようやく基金に頼らな
い持続可能な財政運営を見通すことが可能になると見込んでいます。 

○ 加えて、金利負担の軽減を図るため、今後、基金残高や金利の動向等を見
極めながら、公債費の償還の前倒しを行ってまいります。 

○ 今後の金利上昇などの経済情勢や国の動向によっては収支が大きく変動す
ることも想定されることから、今後も、堅実に収支を見通しつつ、社会経済
状況の変化や収支見通しの推移を見極めながら、持続可能な財政運営の実現
に向けて取り組んでまいります。 

※ 令和６年度以降、基金残高や金利の動向等を見極めながら、公債費の償還の前倒しを行う予定とし
ており、それに伴い基金増減見込額の推移も変更となる見込 

（年度）
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0

20

40

60

80

100

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20

（億円） 基金増減見込額の推移

今回の中期財政収支試算期間

収支均衡ラインを

・上回る → 基金取崩が必要

・下回る → 基金積立が可能 基金取崩Ｂ

試算期間より先は、公債費の実負担増減のみを反映

基金積立Ａ

基
金
取
崩
←

→
基
金
積
立

基金に頼らない
財政運営

R5基金残高見込＋Ａ＝Ｂ
各年度における基金増減見込額

中長期的なスパンでの

収支均衡ライン
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＜公債費の実負担について＞ 

○  相次ぐ大規模災害からの復興や必要な行政サービスの水準を維持するための財源
として、元利償還金に対する地方交付税措置のない資金手当債を最大限発行してき
たことなどが要因となり、今後、令和 13 年度をピークとして公債費の実負担が大幅
に増加することが見込まれています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 令和６年度以降、基金残高や金利の動向等を見極めながら、公債費の償還の前倒しを行う予定とし
ており、それに伴い公債費の実負担の推移も変更となる見込 
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 ４ 中期財政収支見通し等のローリングについて  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中期財政 
収支見通し 

 

  

公債費負担 
適正化計画 

 

  

当初予算 
編成ﾌﾚｰﾑ 

 

 
 

○  今回の見通しでは、本県の歳入規模に見合った歳出構造を堅持していくこ
とで、大規模災害に備えるための財源対策的基金残高 230 億円を確保する
とともに、令和 13 年度の公債費の実負担のピークに備えるために必要な県
債管理基金（公債費調整分）を確保できる見込みとなりました。 

○  ただし、中期財政収支見通しは、今後の経済情勢や国の地方財政対策の動
向等によって大きく変動することが見込まれることに加え、令和 11 年度以降
の見通しは公債費の実負担の増減のみを反映した粗い試算となっています。 

○  そのため、今後も毎年９月に前年度決算等を反映した中期財政収支見通し
や実質公債費比率等を踏まえ、新年度予算編成フレームにおいて必要な取組
の内容や予算編成方針をお示しするとともに、２月に次年度の当初予算案等
を反映した収支見通しをお示しし、将来的な財政運営を見通していくことを
毎年度行ってまいります。 

① 行財政基本方針 

② 公債費負担適正化計画 

③ 中期財政収支見通し 

④ 毎年度の予算編成ﾌﾚｰﾑ 

令和 20 年度に実質公債費比率を 18%未満とする目
標の達成に向けた取組 
 
年２回、最新の経済情勢や国の地方財政対策等を

踏まえ見直し 

中期財政収支見通し等を踏まえ、翌年度当初予算
編成のフレーム（編成方針）を提示 

今後の中長期的な行財政運営全般の基本的な考
え方や取組の方向性 

改
訂 

改
訂 

改
訂 

 

９月 2 月 

新年度予算編成 
フレーム 

新年度当初 
予算案公表 

フ
レ
ー
ム 

最新の経済動向等を踏
まえ、収支見通しを改訂 

決算等を踏まえた実質

公債費比率等の推計 

中期収支等を踏まえた
予算編成方針 

予
算
案 
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